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１‐１

価値の源泉はLSIに

　電子機器の小型、低消費電力、

多機能等の性能向上は、その基幹

部品である半導体 LSI 技術の進展

による寄与が大きい。これまで幾

つかの異なる種類の LSI を大き

さが数センチ四方の回路基板上に

組み上げ、この基板を何枚か用い

て、電子機器の主要部品を構成し

ていた。これらの基板は、大きさ

が数ミリ四方の１チップのシステ

ム LSI と呼ばれる LSI に置き換わ

りつつある。

　この結果、電子機器の性能や値

段は、このシステム LSI に大きく

左右される事になる。図表１秬は、

全電子機器と全半導体デバイスそ

れぞれの生産高の推移を全世界の

GDP と共に示したものである１）。

GDP が年率 4.5％の伸びを示して

いるのに対して、全電子機器の生

産高は年率９％の伸びを示してい

る。これは、より多くの電子機器

が使用される様になって来ている

事を示している。また、全半導体

デバイスの生産高の伸びは年率

17％と全電子機器の生産高の伸び

より大きく、電子機器に使用され

る部品の中でも半導体デバイスの

占める割合が大きくなっている事

を示している。

　図表１秡は、現在の電子機器に

おける半導体デバイスが占める価

格の割合を幾つかの電子機器につ

いて示したものである２）。一般に

デジタル化により、信号処理等の

機能は複雑になり、半導体デバイ

スの搭載比率が増加する。また、

特にパソコンやゲーム機は、半導

体デバイスの占めるコストの割合

は大きく、既に製品の半分に達す

る場合もある。

　やがて電子機器製品のコストの

殆どは、LSI のコストになるであ

ろう。電子機器の価値の源泉がシ

ステム LSI に集約され、電子機

器のビジネスの成否は、システム

LSI の開発の成否により決まる事

になると言える。
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　図表１　 電子機器と半導体デバイスの生産高推移と現在の電子機器に占める半導体デバイスの搭載率

参考資料１，２）から転記
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１‐２

危機を迎えるLSI設計

　図表２は、技術を用いた製品や

サービス、生産工程（以下、製品

等と記す）の「研究開発に要した

期間」と製品等により「利益の得

られた期間」の研究開始年に対す

る推移を示している。ここ 30 ～

40年間で、製品等の研究開発に要

した期間の減少がわずかであるの

に対して、製品等から利益が得ら

れる期間が急速に短くなっている

事が分かる。かつて、５倍程存在

した両期間の比が、近年では1.2倍

程となっていて、製品等の寿命の

短命化が進んでいる事が分かる。

　この様に短命化する製品等のラ

イフサイクルの下で優位にビジネ

スを展開する為には、これまでよ

りも新たな製品等を短期間で市場

に投入する技術が必要とされてい

る。電子機器の場合はそれを構成

する LSI を短期間で開発する技術

が求められている。

　ところが、システム LSI の開発

は、危機に瀕しつつある。シリコ

ン半導体 LSI の製造生産性（集

積度）は、ロードマップ（ITRS）

の予測を前倒しにしながら技術開

発が進んでいる。一方で、LSI 設

計の生産性は、これに追随してい

ない４）。LSI 製造技術の向上によ

り、１チップの LSI に集積される

トランジスタの数は、年率 58％（３

年で４倍）で上昇しているが、１

人当たりの LSI の設計生産性は、

設計の自動化ツールやコンピュー

タの計算能力の進歩をもってして

も年率21％でしか増加していない

（図表３）。

　本特集では、電子機器の価値

の源泉に大きく影響するシステム

LSI を中心に、LSI 設計技術の研

究開発動向について述べ、その課

題を探る。

　図表２　 製品等の研究開発に要した期間と
  製品等により利益の得られた期間の

研究開始年に対する推移

参考文献３）のデータから科学技術動向研究センターにて作図

　図表３　製造可能な素子数と設計可能な素子数の推移

国際半導体技術ロードマップ（ITRS）より

2．LSI設計技術について

２‐１

LSI設計技術とは

　LSI 設計技術は、利用可能な製

造技術をベースに、個々の素子の

物理的な形状やそれらの組み合わ

せ、相互の物理的な配置状態、相

互の配線接続等を最適化し、シス

テムの要求仕様を満たす論理演算

機能や電気特性等を有する LSI を

実現する技術である（図表４）。

　この最適化の一連の流れの中

　図表４　LSI 設計技術

科学技術動向研究センターにて作成
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で、LSI の設計を行う技術とその

LSI 設計を支援する技術とを分け

て考える必要がある。それぞれで

必要とされる知識や技術内容が大

きく異なるからである。また、こ

れら２つの技術の品質も異なる指

標で評価される場合が多い。

　例えば、LSI 設計の品質は、設

計された LSI チップの速度や消費

電力等の性能で評価される。一方、

LSI 設計を支援する技術は、どれ

だけ短時間に沢山の素子から成る

LSI の設計を行えるか等の作業効

率の改善が主な指標となる。製造

技術の影響を大きく受ける素子の

設計を行う場合、物理現象や素子

の特性をモデル化し、このモデル

記述で素子を置き換え、素子の形

状等を変化させた時の素子の特性

変化を計算機シミュレーションで

見積もり、実際の試作を行わずに

特性を最適化していく。この様な

手法で、素子の設計の作業効率を

改善する。この時、モデル化を行

う事によって、物理現象や素子の

特性を如何に忠実に再現しながら

記述を簡略化出来るか、その結果、

いかに短期間で精度の良い特性等

の見積もりを行う事が出来るかが

重要となる。

　ここでは、LSI の設計を行う技

術を単に LSI 設計（Design）と呼

び、これを支援する技術を LSI 設

計方法論（Design Methodology）

と呼ぶ。本特集では、LSI 設計技

術の中でも LSI 設計方法論に絞っ

て議論を進める。

２‐２

設計自動化技術の発展

　半導体製造技術の進展により、

ムーアの法則に従って指数関数的

に１つの LSI チップに集積される

素子数が増加する中で、LSI の設

計技術もこれに対応すべく、その

方法論を変えて来た。その中で最

も大きく進展したものは、EDA

（Electronic Design Automation）

と呼ばれる設計の自動化技術であ

る。図表５にこれまでの EDA 技

術の進展を示す。

　EDA 技術は、過去約 10 年毎に

LSI 設計の記述形態を大きく変え

て来た。これまで、10 年毎に１つ

の LSI チップで使用可能な素子数

は約２桁増加してきた。LSI の設

計者がこの素子数の増加に対処す

る為には、個別の小さな工夫のみ

では難しく、設計方法論を大きく

変える必要があったと言えよう。

この設計方法論の発展は、記述ス

タイルの抽象化の歴史でもあった

（図表６）。１人の設計者が認識出

来る回路や論理の規模に限界が

あるなら、設計対象の素子数の増

加に応じて抽象化を行い、より上

位の概念で設計を行う事が必要

である。

　この設計技術の進展に伴って、

EDA ツールを供給する主にベン

チャー企業が多数生まれ、また多

くが淘汰されてきた。これらのベ

ンチャー企業の幾つかは、現在で

は、比較的大きな企業となり、汎

用とも言えるデファクト標準の設

計ツールを提供している。また、

淘汰された企業がかつて提供して

いた規格は、例えば、マスク図形

のデータのフォーマットである米

国カルマ（Calma）社の GDS II

フォーマット等、現在でも広く使

用されている場合もある。

　なお、LSI 設計の記述スタイル

は、図表５、６に示す様な進化を

しているが、最初に開発された記

述スタイルは現在でも改良され、

“階層設計”と言う形で踏襲され

ている。

２‐３

近年の研究開発動向

盧ハード・ソフト協調設計
　これまでのシステムの設計は、

まずハードウェアとソフトウェア

のインターフェースを決め、それ

ぞれ仕様書に基づいて独立の開発

を進める事が多かった。しかしな

がら、システムの規模の増大に伴

い、インターフェースの曖昧な部

分が後から発覚したり、ハードウ

ェアの設計上の課題を後からソフ

トウェアにしわ寄せしたりする等

の問題が頻繁に発生するようにな

った。

　これに対して、ハード・ソフト

協調設計は、システム全体が最適

　図表５　LSI 設計自動化技術発展の歴史

年代 主な記述形態 記述レベル 内容 主なツールベンダー

’70～ マスク図形 素子の物理的形状 マスクの各層毎に２次元的な実態レイア
ウト図形で表示

Applicon（1969）
Calma（1970）
Computervision（1972）

’80～ 回路図
トランジスタ等の素子 各素子や論理ゲートのシンボル図形で

表示

Daisy（1980）、Mentor（1981）
SDA（1983、後のCadence）
Optimal Solutions Inc.（1986、後の Synopsys）論理ゲート

’90～ テキスト
形式の言語

レジスタ転送 データの流れや一連のデータ処理に沿っ
て、テキスト形式の言語で記述

Syntest（1990）

CoWare（1996）
TenSilica（1997）

トランザクション

動作 システムの各動作を記述

（　）内は設立年 科学技術動向研究センターにて作成
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化する様に設計・評価しながら、

ハードウェアとソフトウェアのト

レードオフの中で、それぞれの役

割分担やインターフェースを決め

て行く方法である（図表７秬、秣）。

　システムとしてどのような性能

を優先するかにより、LSI の機能

をハードウェアで実現するかソフ

トウェアで実現するかが変わって

くる場合が多い。ここで LSI の

機能をハードウェアで実現するに

は、それぞれの機能に対応した専

用の回路を設計して行う。一方、

LSI の機能をソフトウェアで実現

するには、汎用の回路の上で動作

するそれぞれの機能を有するソフ

トウェアを用いて行う。システム

のより沢山の機能をハードウェア

で実現する程、システムは、高速、

低消費電力となる。これは、一般

に開発期間が長くなりやすく、少

品種多量の製品向けである。一方、

ソフトウェアで実現する機能が増

える程、これらの性能は低下する

が、システムはより柔軟になり、

開発期間も比較的短く収める事が

可能となる。これは、多品種少量

の製品に向く（図表７秡）。

　ハードウェアの記述スタイル

が、図形からハードウェア記述言

語と呼ばれるテキスト形式の言語

に発展した事はハード・ソフト協

調設計に、有利に働いた。ハード

ウェアもソフトウェアと同様の記

述スタイルとなる事で、LSI の初

期（上流）の設計から、最終的な

　図表７　ハード・ソフト協調設計

科学技術動向研究センターにて作成

　図表６　LSI 設計記述スタイルの進展と現在の設計階層

科学技術動向研究センターにて作成
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動作検証に至るまで、ハードウェ

アとソフトウェアとの間での相互

のやり取りがそれまでよりもスム

ーズに行えるようになった為であ

る。1990 年代の初めの頃には、既

に LSI のハードウェアの設計も、

殆どがコンピュータ上で行われ、

その動作検証についても、コンピ

ュータ上の論理シミュレーション

等で行われる事が多かった。しか

し、ハード・ソフト協調設計手法

が導入される以前は、システムの

開発においては、ハードウェアと

ソフトウェアとで最初に分担する

機能を分けてから開発するのが通

常であった。

　また、ハード・ソフト協調設計

を行う事は、システム全体の開発

期間短縮の上でも利点がある。そ

れまでは、ハードウェアの仕様が

確定してから、その上で動作する

ソフトウェアの開発を行うという

時間的にも両者を分離した開発が

行われていた。ハードウェア上の

問題が最初はソフトウェアの工夫

で対処する試みが行われる場合が

多いが、それでも対処できない場

合はハードウェアの設計まで戻な

らければならず、再設計時の時間

的ロスは増大してしまう。再設計

による上流部分の戻りを最小限に

抑えるのにもこのハード・ソフト

協調設計は有効である。

盪 LSI開発期間の短縮化技術
　これまで説明した LSI 設計技術

は、大規模化する LSI を如何に短

期間で設計し、製品化するかにあ

る程度答えるものではある。しか

しながら、これとは全く別の発想

で製品化までの時間を短縮する方

法が、特に製品寿命の短命化に伴

って、注目を浴びている。前節ま

でで説明した製品開発では、LSI

の設計が完了してからそれに対

応したフォトマスクを準備して、

LSI の製造を行うという工程を踏

む。この場合、フォトマスクは、

全て製品や顧客毎に特別に設計さ

れている。これに対して、素子や

配線を規則正しく配置した LSI を

あらかじめ製造しておき、その

後、この内部の配線をユーザが

電気的に組み替えて、希望とする

機能の LSI を得ようとするのが 

FPGA（Field Programmable Gate 

Array）や PLD（Programmable 

Logic Device）と呼ばれる LSI で

ある。

　FPGA は、例えば図表８の秬に

示すような論理回路ブロックとス

イッチング・マトリックス呼ばれ

るブロックが規則正しく並べられ

て構成される LSI である。LSI の

製造は、基本的に共通のマスクを

用いて、共通の製造工程で行われ

る。FPGA を製造後、プログラ

ミングにより、スイッチング・マ

トリックスの内部配線を電気的

に切り替えて使用する。従って、

FPGA は、製品や顧客毎に特別

に設計されたマスクや製造工程で

製造する必要は無い。マスクを顧

客毎に作製する必要が無いので、

開発の初期コストは従来の ASIC

（Application Specific IC；特定用

途 IC）より、低くする事が可能

である（図表８秡）。また、設計

完了後、通常数ヶ月を要する LSI

の製造期間が不要となるので、開

発期間の短縮も可能となる（図表

８秣）。

　従来、FPGA は、スイッチング・

マトリックスを実装する事による

論理回路素子の使用効率や動作速

度の低下、消費電力の増大等の課

題をかかえていた。この結果、同

世代の LSI よりも、集積化、動作

速度、消費電力、価格等の面で不

利であり、LSI 設計の動作検証用

の試作品等の特殊な用途でわずか

に使用されるに留まり、量産品に

使用される事は、殆ど無かった。

試作品で一度動作が確認されれ

ば、物理配置配線をそれぞれの用

途毎に変更し、再設計された LSI

を、実際の製品とする場合が通常

であった。

　ところが、LSI 製造技術の急速

な進展に対して、設計が追いつ

いていない。この結果、スイッ

　図表８　プログラム可能な LSI による開発期間の短縮

科学技術動向研究センターにて作成



16

科学技術動向　2005 年 3 月号 LSI 設計技術の研究開発動向　̶電子機器の付加価値を支配するシステムLSI開発のボトルネック̶

17Science & Technology Trends   March  2005

特集1

チング・マトリックスの付加によ

り、同じ製造技術の LSI に対し

て特性が落ちても、最先端の製造

技術の LSI をいち早く使用した

方が、結果的に特性が良くなる場

合がある。特に近年の微細デバイ

スでは、マスクの製造コストも１

タイプ１億円を越す様になってき

ており、LSI 設計ミスによるマス

ク再作製の費用や開発期間増大の

リスクを考えると一定値以下の生

産数量では、コスト的にも FPGA

が有利になる場合が多くなってき

た（図表８秡）。FPGA の技術の

発展は著しく、米国ザイリンクス

（Xilinx）社の最近の FPGA 製品

仕様では、90nm プロセスで、電

源電圧 1.5V、複数プロセッサー内

蔵、数メガバイトの大規模メモリ

内蔵、システム周波数 500MHz、

クロック・マネージメント有り等

の LSI が実現可能となっている。

　また、最近、ASSP（Application 

Specific Standard Products；特定

用途向け標準製品）と呼ばれ、従

来の ASIC と FPGA の中間の特

性を有する LSI が注目を集めてい

る。これは、LSI の製造の途中工

程までは、共通のマスクで作製し、

ある配線層よりも上の部分で仕様

を顧客毎にカスタマイズした LSI

であり、特性やコストは ASIC と

FPGA の中間の値となる。この製

品は、例えば携帯電話の場合等、

システムの基本的な機能が機器の

規格（この場合は無線通信の規格）

により決まってしまう場合に有効

となる。この場合、LSI の設計は、

IP①と呼ばれる再使用可能な回路

の設計資産を利用して、これらを

組み合わせて行う場合が多い。例

えば組み込みプロセッサーであれ

ば、既にデファクトに近い状態で

使用されている英国 ARM 社の IP

のライセンスを受け使用する事に

なる。

　ASIC は、セル（Cell）と呼ばれ

る論理ゲートの最小基本単位から

それぞれの企業毎に開発し、これ

を組み上げて LSI を作成する、日

本の企業が得意としてきた垂直統

合型の製品であり、少品種多量生

産に適した製品となっている。と

ころが、デジタル家電では、信号

のインターフェース等は、規格化

される場合が多く、製品毎の性能

差は出し難い。この場合、製品や

顧客毎のカスタマイズも、機器の

基本性能以外の部分で行われる場

合が多い。

蘯アナログ回路設計の
　重要性の増大
　システム LSI において、デジタ

ル回路の微細化やデジタル回路設

計の自動化が進めば進む程、アナ

ログ回路の重要性が増している。

信号処理の大部分がデジタル化

されても、アナログ回路は無くな

る事は無い。人とのインターフェ

ースの部分では、デジタル信号は

人が認識できるアナログ信号に一

旦置き換える必要があるからであ

る。また、高密度データの記録再

生や広帯域通信において、元のデ

ジタル信号が外的擾乱や減衰等に

より、デジタル信号として識別不

可能となった時、アナログ技術を

用いて、これを再生可能なデジタ

ル信号に復元する場合が多い。こ

のアナログ技術の領域は、デスク

リート（個別部品）で回路基板を

設計していた時代から、設計者に

は十分な知識と経験が求められる

領域とされていた。アナログ技術

は、小振幅・高周波の信号を扱う

場合が多く、回路性能を測る指標

がデジタル回路に比べて多数存在

する。各素子を構成する材料や物

理の知識に加えて、全体を最適化

する広範なシステムの知識が必要

とされているからである。

　一般にデジタル回路を構成する

素子は、スケーリング則に従って、

技術の世代毎に微細化しながら性

能も向上させていく事が可能であ

る。一方、アナログ回路の構成部

品は受動素子②も多く、例えばイ

ンダクタ等は、微細化と高性能化

はトレードオフの関係にあり、技

術の世代が進んでもそれほどサイ

ズは小さくならない。結果的に、

微細化するデジタル回路に対し

て、アナログ回路は占有面積が相

対的に大きくなり、LSI の最終的

な製造コストに大きく影響するよ

うになる（図表９）。また、設計

の自動化が進展していない事、ア

ナログ素子の性能が製造技術に大

きく影響されシステムの性能を十

分引き出す為には微調整が必要な

事等から、アナログ回路の設計に

要する期間が相対的に長くなって

いる。

　LSI のチップ製造コストや開発

コストが、アナログ回路に大きく

影響される様になりつつある一方

で、高周波アナログ LSI を使用し

た代表的な製品である携帯電話で

は、数ヶ月のサイクルでの新製品

の開発競争が行われている。開発・

製造のコストを抑えて、競争力の

ある製品とする為には、アナログ

回路設計の占める割合が今後も増

大していくと考えられる。ところ

が、短期間で技術者を養成出来な

いこの領域では、技術者が今後一

層不足する事も懸念されている。

用語説明

① IP
　Intellectual Property の略。半導体技術の領域では、再利用を目的として流

通する回路やデバイスの設計資産を指す。

②受動素子
　入力信号電力を増幅する作用を持たない素子。物理的な形状や素子を構成す

る材料の特性により、素子の特性が決まる場合が多い。
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盻今後の展望
　製造技術の進展に比べて設計技

術は、生産性向上の点で進展が遅

く、危機を迎えている事を第１章

で述べた。この思うように進展し

ない設計生産性よりもさらにボト

ルネックとなりつつあるのが、設

計検証やテスト技術である。これ

らの技術領域は、今後、システム

の多様な要求に応じて LSI が複雑

になればなる程、行うのが難しく

なっていくであろう。しかし、こ

の様な領域は新たな技術の展開に

よって大きな発展が期待される領

域でもある。

　また、一方で製造技術の高度化

に伴い LSI 設計は、製造技術との

相互作用も複雑になりつつある。

製造技術を考慮した設計（DFM；

Design For Manufacturability）や

歩留まりを考慮した設計（DFY；

Design For Yield）６）等の新たな設

計方法論の提案も相次いでいる。

従来、LSI チップの最終的な歩留

まりは、製造技術のみに依存する

と考えられてきたが、90nm 世代

以降は設計品質の方がより大きく

影響するとの報告もある。

　今後さらに高度化する製造技

術と多様で複雑な性能を要求す

る様になるであろうシステムと

の橋渡しをしていく設計技術が、

ますます重要になる事は容易に予

測される。LSI 設計技術の進展無

くして、システム LSI とこれに支

えられる電子機器の進展は望めな

いであろう。

　図表９　アナログ回路が LSI チップに占める面積と製造コストの推移

東京工業大学 松澤教授ご提供の資料５）より

3．研究開発の現状と課題

３‐１

学会発表および
登録特許件数より

　図表 10 に LSI の設計技術に

関する最高峰の学会である DAC

（Design Automation Conference）

における発表機関の国や地域別発

表件数の推移７）を示す。

　1980 年代の初めは、DAC での

発表は、主に米国の企業が占め

ていた。その後、米国で MOSIS

と呼ばれる政府出資の機関が

LSI チップの試作サービスを、ま

た、米国の民間企業の出資によ

る SRC（Semiconductor Research 

Corporation）で産学連携の研究が

開始されてからは、米国の大学か

らの発表件数が大きく伸びる事に

なる。1980 年代の初めは、民間

企業を主体とする日本からの発表

件数は、10 件前後を推移してお

り、欧州（企業と大学の合計）か

らの発表件数と同等であった。と

ころが、その後、欧州が発表件

数を徐々に延ばしているのに対し

　図表 10　DACにおける発表研究機関の国・地域別発表件数推移

発表件数推移は、半導体理工学研究センターの小澤顧問ご提供の資料より。米国の大学の学
部内訳の図は、科学技術動向研究センターにて作成
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て、日本の企業からの発表件数

は 1990 年代以降減少し、近年は

多くても２～３件程度となってい

る。日本でも、米国と同様の LSI

試作サービスである VDEC（VLSI 

Design and Education Center；大

規模集積システム設計教育センタ

ー）や、民間企業出資の STARC

（Semiconductor Technology 

Academic Research Center；半導

体理工学研究センター）が 1990

年代半ばから活動を開始してい

る。しかし、元々少なかった日本

の大学からのこの学会での発表件

数が、増加する兆しは、今のとこ

ろ無い。

　図表 10 では、米国と日本のみ大

学と企業とを分けて発表件数を記

しているが、DACでの発表件数は、

米国以外の欧州や日本を除くアジ

アでも、企業よりも大学からの発

表件数が多くなっている（注１）。ま

た、米国の大学からの発表件数の

学部別の内訳を見ると、図表 10

の発表件数推移の右側に記した円

グラフで示す様に、2004 年に開催

された DAC の予稿集に記載され

ていて判別したものだけでも７割

は、コンピュータ関連の学部から

の発表となっている。

　図表 11 は、日米欧それぞれの

国や地域で登録された特許数の

出願年別推移を示している。日本

で登録される特許は、一般的には

日本企業からの出願が多い。この

事からすると 1990 年代の初めに

は、登録件数で日本の特許数は多

く、この分野でもそれなりの研究

開発が日本の企業内で行われてい

た事を示している。しかしながら、

1990 年代以降の米国での登録特許

件数の大きな伸びに対して、日本

での登録特許件数は大きく水を開

けられた形となっている。

　従来、日本の企業は、垂直統合

型の半導体事業を展開しており、

LSI の設計ツールや設計資産も内

製のものを使用する場合が多かっ

た。この場合、設計方法論でも、

研究開発が必要であった事が推測

される。しかしながら、近年は、

主に米国のベンダーがデファクト

に近いEDAツールや IPと呼ばれ

る再利用可能な設計資産を提供し

てきており、日本の企業は効率の

観点から従来の内製のツールを置

き換える場合が多い。学会発表や

登録特許の件数の推移もこの影響

が出ていると考えられる。日本で

は、企業内においても、LSI の設

計そのものは行うが、新規設計方

法論を研究開発する動きが少なく

なっていると言える。

　日本が設計技術で遅れた理由

の１つに半導体メモリの生産での

成功があると考えられる。メモリ

LSI では、素子数が指数関数的に

増大しても、単純にメモリーセル

を並べるだけで、LSI 設計の複雑

さはそれほど増大しないからであ

る。1980 年代後半、日本に半導体

の生産額で抜かれた米国は、メモ

リ以外の半導体製品の開発に特化

した。LSI 設計技術の重要性をい

ち早く認識し、着実に技術開発を

行って来たと考えられる。この間

に蓄積された開発能力の差を埋め

るのには、長期の取り組みが必要

であろう。

３‐２

各国の研究開発推進状況

　図表 12 に LSI 設計技術に関し

て、各国や地域の研究推進活動の

状況を示す９、10）。近年、この技術

領域に最も力を入れ注目されるの

は、台湾の動向である。台湾は、

ファンドリービジネスで成功を収

めている現在から、国の指導の下、

製造業中心から LSI 設計へと産

業構造を転換しようとしている。

LSI 設計技術を将来的に重点分野

ととらえ、短期間の内に LSI 設計

技術を強化している。2003 年度か

らスタートした設計技術を強化す

る Si‐Soft プロジェクト 11）では、

３年間で 255 名を超える教授や助

教授を主に米国から招聘し、金額

的にも４年間で総額 1,000 億円（政

府が３割、残り７割は民間企業が

　図表 11　 日米欧それぞれで登録されたEDA 関連の特許件数の
 出願年別推移

参考資料８）から一部抜粋

（注１）DAC2004 での論文シェアは、欧州の企業で２％、欧州の大学

で 12％、日本以外のアジアの企業で 0.8％、日本以外のアジアの大学で

10.2％となっている。
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負担）を投じる予定である。

　米国では、EDA 技術の黎明期

から国が大学の研究活動を中心に

支援してきた。この結果、新たな

ベンチャーが盛んに発足し、その

中の一部の企業は技術開発にも大

きく影響を与えるに至っている。

また、ベンチャーとは別にインテ

ルや IBM 等の企業では、最先端

の LSI 開発の為に、新たな LSI 設

計方法論や EDA ツールも開発し

ている。

　欧州では、欧州委員会の指導

の下、比較的早くから LSI 設

計技術が IMEC などの産学連

携を通じて強化されてきた。現

在では、世界的な携帯電話メー

カであるノキアを顧客として、

STMicroelectronics や IMEC を中

心に無線通信等の高周波アナログ

LSI に関する設計力で強みを発揮

している。

　韓国では2005年２月から組み込

みシステム（Embedded System）

に焦点を当てた設計技術の国家プ

ロジェクトを発足させている。こ

のプロジェクトで今後、組み込み

ソフトやシステムの開発力を強化

するとしている。

　中国では、LSI 設計の強化のみ

ならず自国の巨大市場を背景に

LSI 設計方法論の研究開発にも力

を入れている。現在、EDA ツー

ルは主に米国のベンダーが供給し

ているが、中国は、将来的にこの

米国のデファクト・ツールに対抗

する中国独自の EDA ツールを開

発してくる可能性が高い。

　日本でも 10 年程前から、国の

プロジェクトとして VDEC が、

産学連携の活動として半導体理工

　図表 12　各国・地域の研究推進活動状況

地域 国家プロジェクト 等 中心メンバー 予算規模 特記事項

米国
MOSIS、SRC、MARCO による FCRP プロ
ジェクト（1998 ～）等。大学での設計、テ
スト、配線技術開発力強化。

UCB、イリノイ大、
CMU、スタンフォー
ド大、テキサス大　
等多数

SRC： 約 45 億 円 ／ 年、
FCRP：10億円／年

EDAツールベンダーやイン
テル、IBM等の民間企業で
も技術を開発。インターフェ
ース等の共通化を探る民間団
体活動がある。

欧州

欧州委員会の中の情報通信分野担当組織が、
半導体を重要戦略課題としてを強化。産官
学連携が、Alba（スコットランド）、IMEC
（ベルギー）、LETI（フランス）で進められ
ている。

STM、地元の大学等
多数

IMEC、Alba でそれぞれ
100 億円／年規模の予算
（半導体全体）

設計分野での人材育成強化
が盛ん。ノキアを主なユーザ
ーとした通信分野のアナログ
ASICで強み。

台湾

2003 年から４年間の Si‐Soft プロジェクト
を実行中。海外（主に米国）から、教授や
助教授を３年間で 255名招聘し、大学研究
者の倍増を目指す。この研究者の増員によ
り、毎年1,000人を超える設計者（修士、博士）
の養成をはかる。

台湾大学、精華大学、
交通大学、成功大学

Si-Soft プロジェクト
４年間のプロジェクトで
計1,000億円

国の主導の下、製造業中心か
ら設計力を強化して、産業構
造の転換をはかる。

韓国
ISRC の 中 に ESRC（Embedded System 
Research Center）を設置。組み込みソフト、
SoC設計技術、リアルタイムOSの研究。

KAIST、ソウル大学、
ISRC（ESRC）

ISRCの予算：約 15億円／
年

サムスンが今後システムLSI
に注力するとアナウンス。

中国

国家政策による IC産業育成の７地域を指定
（上海、北京、無錫、成都、大連 等）。国営
の IC R&D Center（試作、EDA、テストサ
ービス）。大学自身が多くの設計ベンチャー
企業を内部に設置。

精華大学、上海交通
大学、北京大学、復旦
大学、大連理工大学

将来、EDAで中国標準を出
すのと動きあり。

日本

VDEC、STARCで設計力強化。福岡県シス
テムLSI設計開発拠点化プロジェクト（2001
～）や九州シリコン・クラスター計画（九
州半導体イノベーション協議会）で推進。

九州大、九州工業大、
福岡大、早稲田大 等
半導体理工学研究セ
ンター（STRAC）

VDEC：予算約４億円／年、
STARC資本金：4.4 億円、
ふくおか IST 予算：25.6
億円／年

主に地方公共団体の支援によ
り、九州地方を中心に活動。

MOSIS；LSI の試作サービス機関。設立当初は政府出資であったが、近年は民営化されている。
SRC（Semiconductor Research Corporation）；参加企業のニーズにかなう研究を大学において推進することを目的とし1982年に設立。
FCRP（The Focus Center Research Program）； 米国大学における非競争領域の研究を強化する為のプロジェクト。
IMEC（Inter-University Microelectronics Center）；1984年に非営利組織としてスタート。現在、1,000人を超える研究スタッフを擁する。
ISRC（Inter-university Semiconductor Research Center）；産官学連携の研究の推進を目的とし、1985年に設立。
VDEC（VLSI Design and Education Center）；大規模システム設計教育センター。LSI設計の教育と試作をサポートする大学向けの機関。
STARC（Semiconductor Technology Academic Research Center）；譁半導体理工学研究センター。民間企業の出資による産学連携研究を支援す
る機関。 参考文献９，10）等を元に科学技術動向研究センターにて作成

用語説明

③SEMATECH
　SEmiconductor MAnufacturing TECHnology の略。米国の国防総省と民間

半導体メーカ４社が共同出資した半導体の製造技術に関する研究開発のための

コンソーシアム。1980年代中頃に凋落しかかった米国半導体産業の競争力回復

を目標とした。
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学研究センター（STARC）がそ

れぞれ活動している。しかしこれ

らの活動の予算規模は、大きなも

のでは無い。近年、地方公共団体

が中心推進母体となり、システム

LSI 設計力を強化するプロジェク

トが、福岡県に発足している。こ

れらは地方公共団体や産業界の

出資によるものが主であり、LSI

設計技術に関して、国が主体の比

較的大きなプロジェクトは、日本

には存在していないのが現状で

ある。

4．技術競争力強化の為に

　EDA ツールや IP と呼ばれる設

計資産を現在、ほぼ独占的に供給

している米国では、次のステップ

として、SEMATCH③の成功モデ

ルに習い、これらの設計環境や資

産の再利用においてもインターフ

ェースを共通化する動きが提案さ

れている。例えば、VSIA（Virtual 

Socket Interface Alliance；1996

年設立）や SPIRIT（Structure 

for Packaging, Integrating and 

Re-using IP within Tool‐flows；

2003 年設立）等の団体である。

SEMATECH では、非競争的な

技術領域として、半導体製造装置

間のインターフェースを共通化し

た。その結果、それまでそれぞれ

の会社や製造ライン毎に仕様がま

ちまちだった製造装置の可搬性が

大きく向上し、どの会社の製造ラ

インでも同じ仕様の装置で LSI を

製造する事が可能となった。この

結果、製造装置はデファクト化し、

半導体製造の分業化が進む事にな

った。

４‐１

なぜLSI設計方法論か

　EDA ツールの市場規模は、約

4,000 億円程度であり、半導体産

業全体に対して２％程の小さな市

場の１つである。しかし、LSI 設

計生産性の向上は、この EDA ツ

ールの発展と能力向上に大きく左

右される事から、重要な技術領域

であると言える。

　DRAM を中心とする日本の半

導体製造技術は、かつて世界の先

端技術をリードしたと言われてい

る。ところが、SEMATCH によ

る製造装置間のインターフェース

規格の統一が行われると、製造技

術の分業化が大きく進み、デファ

クトとなった装置を揃えさえすれ

ば、誰でも比較的簡単に最先端の

LSI を製造する事が出来るように

なった。この規格統一によって、

日本が得意とされた摺り合わせの

技術が、相対的な優位性を確保出

来なくなり、製造技術は個々の製

造装置に集約されてきたとも言え

る。この製造装置の開発では、必

ずしも日本企業の競争力があった

訳では無い。また、製造装置ベン

ダーは、個々の装置の市場はそれ

程大きく無い為、グローバルにビ

ジネスを展開する場合が多く、こ

の様な装置を導入して半導体を製

造するだけでは、技術的な参入障

壁を築くのは難しい。

　現在、LSI 設計においてもかつ

ての DRAM と同様の事態が進行

している。IPベース設計やプラッ

トフォーム設計と呼ばれる手法④

により、IP の流通性を向上させ、

設計生産性を上げようとする動き

が加速しているからである。前章

で述べた団体の活動により、イン

ターフェースの標準化が進めば、

LSI 設計においてもより一層分業

化が進むであろう。高度に自動化

されつつあるそれぞれの設計ツー

ルや流通性が向上する IP を購入

して揃えさえすれば、設計そのも

のは比較的短期間に誰でも行う事

が出来るようになってきた。この

時、多少の工夫を加え設計を行う

場合でも、道具や部品が同じであ

れば、最終的には同じ様な性能の

製品が出来るであろう。この様に

技術的な参入障壁が低下した時、

LSI 設計においても人件費コスト

が最終的な開発競争力を決める可

能性が高い。

　また、国家のレベルで考えた場

合、様々な EDA ツールや IP を今

後も国外のベンダーのみに依存し

ていく事は、将来的に大きな課題

となる可能性がある。半導体産業

で突出した競争力をつけても、あ

る重要な EDA ツールが他国から

輸出規制等された場合、LSI 設計

が行えなくなる危険性がある。産

業競争力以外にも国が使用する基

幹部品の LSI の設計を国外のツー

ルベンダーに依存する事は避ける

べきである。中国は、この点を考

慮してか、設計方法論や EDA 技

術の研究開発にも注力している。

将来、中国が独自の EDA ツール

を中国発の標準として開発してく

る可能性が高い。

　LSI 設計の付加価値は、広く流

通する IP や共通の設計ツールの

元となる LSI 設計方法論に集約さ

用語説明

④ IPベース設計、プラットフォーム設計
　プリント基板を用いる従来の開発と同様に、１つの IP（機能モジュール等の

設計資産）を LSI 上の仮想部品（VC）として、また種類の異なる IP を仮想ソ

ケット（VS）で組み合わせて、システムLSIの設計を行なう方法である。この時、

種類の異なる IP の流通を促進する上で重要なのは、インターフェースの標準

化である。
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れてきている。しかしながら、設

計ツールの原理や中身が分からな

ければ、その課題や限界も分から

ず、新たに生じる設計の課題に対

処する事も出来ないであろう。LSI

設計で、競争力のある技術開発は、

次の世代の新しい設計手法を開発

していく力であると言える。

４‐２

考えられる対策

　以上述べた通り、LSI 設計に関

する日本の技術力は、かつて企業

を中心に現在よりは高かった。し

かしながら、最近は企業の開発競

争力が低下し、一方で大学の競争

力が思うように伸びていない。そ

して最近、日本以外のアジアの国・

地域を中心に LSI 設計技術を短期

間の内に強化する動きが盛んにな

ってきた。

　これに対して、日本の競争力を

高める為に何をすべきか、以下に

考えられる対策を述べる。

　まず、最初に人材の確保と育成

が必要である。新しい LSI 設計技

術を開発する能力は、新しいアイ

デアを生み出し具現化していく能

力であり、最終的には人材に依存

する部分が大きい。ところが、大

学の研究者でこのシリコン LSI 分

野、特に LSI 設計に関係する人材

が、他の国と比べて日本には極端

に少ないとの現実がある（注２）。こ

の１つの原因として、これまでの

大学研究の課題の１つである、大

学における研究テーマの産業構造

との乖離がある。例えば、半導体

全体に対するビジネス規模が１～

２％の砒化ガリウム（GaAs）等

の III‐V 族半導体の分野に大学

での半導体関連の研究の約25％が

占めているとの現実がある 12）。こ

の結果、日本では、大学における

シリコンの研究者が他国に比べて

非常に少なくなっている。このミ

スマッチを早期に解消するには、

企業や外国からの大学研究者への

採用を積極的行うべきであろう。

　長期的には、この分野の日本に

おける大学での教育内容を充実さ

せていく必要がある。図表 10 で

示した米国大学の学部内訳以外に

も欧州や日本以外のアジアの国を

含め、特にコンピュータ関連の学

部のこの分野での活躍が目立つ。

この事から、この領域の教育内容

の充実が不可欠である 12，13）。

　新たな LSI 設計方法論の開発

は、新たな LSI の設計を行う時に

必要とされる場合が多い。

　この事からすると国として重要

な用途のLSI設計をLSI設計方法

論の開発とともに日本が国家プロ

ジェクトで推し進めるのも一案で

ある。例えば、ユビキタス・ネット

ワークにおける基盤技術の１つで

あるセキュリティに関連するLSI

技術に注力する事があげられる。

　この新規 LSI 技術は、電子マネ

ーや個人認証、暗号処理等で安全

な環境を構築する技術に深く関係

する。この様な LSI の開発を通じ

て、日本独自の LSI 設計技術を強

化する事が考えられる。これは、

LSI の集積規模が必ずしも大きく

は無く、最初は、まとまった市場

が見込めるものでは無いかも知れ

ない。しかし、国が関与するセキ

ュリティに関連する部分の LSI 設

計は、ブラックボックスのまま諸

外国のベンダーの EDA ツールや

IP に依存し続けるべきでは無い。

また、これによって新たな LSI 設

計方法論が開発されれば、技術的

な波及効果も期待出来る。

　かつて、それぞれの企業で

EDA 技術の開発を担当した技術

者が、まだ日本には、存在する。

これらの技術者を集めて、若い技

術者も交えながら開発を行えば、

まだ競争力を強化するポテンシャ

ルは存在するであろう。逆に、こ

の機を逃せば、LSI 設計技術につ

いて教える事が出来る人材もいな

くなり、EDA ツールに加え、や

がて技術者までも全面輸入に依

存せざるを得なくなる可能性が高

い。現在は、まだこれらの経験者

を生かし、技術を継承出来る状況

にある。

　LSI 設計技術は、今後も各種の

新たな課題に対処する事が求めら

れるであろう。それは、現在挙げ

られるものでもアナログ回路設計

や設計検証、テスト技術等である。

これら以外にも、より複雑となる

システム LSI では、様々な課題が

発生してくるであろう。一般消費

者向け電子機器用のシステム LSI

では、世界の他の国や地域よりも

複雑なシステムが、最初に日本で

市場に投入されている。この様に

LSI 設計におけるシステム応用の

課題を先取りするチャンスは、日

本は最も恵まれていると考えられ

る。日本の企業のユーザとして

の価値の高い要求が、EDA ベン

ダーのみに提示されるべきでは無

い。企業と大学は、学会や展示会、

産学間の交流を通し、技術課題を

早期に共有していくべきである。

大学には、この企業の要求に対す

る解を開発する技術力が求められ

ている。

（注２）この分野の日本の大学の研究者数は、教授・助教授がせいぜい

50 名程度の規模である。一方、台湾では、元々 200 名程度の規模であっ

た大学の研究者数を、Si‐Soft プロジェクトにより、この３年間で少なく

とも倍増させる計画である。
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　電子機器の価値の源泉は、シス

テム LSI に集約されつつある。一

方、製品寿命の短命化に対して、

複雑な LSI を短期間で開発する技

術への要求が高まっている。この

LSI の開発において、製造技術よ

りも LSI 設計技術の重要性が相対

的に高まり、システム LSI の開発

では、LSI 設計がボトルネックに

なりつつある。

　LSI 設計を支援する設計方法論

は、これまで大きく発展してきた。

設計の記述スタイルだけでも、素

子のレイアウト図（70 年代）、回

路図（80 年代）、テキスト形式の

言語（90 年代）と過去約 10 年毎に、

より抽象度の高い上流へ発展して

きた。LSI 設計においてもソフト

ウェア開発の場合と同様に発展し

てきている。

　ところが、第３章に示した様

にこの上流の設計技術が元々弱い

日本の開発力は、新規領域が抽象

度の高い記述になるにつれ、ます

ます低下している。この分野の最

高峰の学会である DAC（Design 

Automation Conference）におい

ても、日本の採択論文シェアは、

近年、２％前後に低下している。

　DAC に採択される論文は、７

割以上が大学からであり、この分

野の技術開発における大学の果た

す役割は大きい。米国では、大学

向けの LSI 試作サービスや産学連

携システムが整備された後に、大

学からの採択論文数が急伸した。

また、半導体製造業で成功を収め

た台湾が、国家の主導の下、LSI

設計力を急速に強化しつつある。

他の国や地域でも国や産業界が

LSI の設計力を強化する動きがあ

るが、日本だけが例外になりつつ

ある。

　日本は、まず、元々少ないこの

分野の大学の研究者を増加させる

必要がある。それには、企業や外

国からの研究者の採用も短期的に

は不可欠である。長期的には、こ

の LSI 設計技術の開発に必要な人

材を養成する為に日本におけるコ

ンピュータ関連の大学教育を充実

させていく必要がある。

　LSI 設計の競争力は新たな設計

方法論を開発していく力であり、

日本は、国として重要な用途、例

えばセキュリティに関連する LSI

の開発を通して、競争力のある設

計方法論も同時に開発していくべ

きである。
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